
陸上自衛隊達第２４－１８号 

陸上自衛隊服務規則（昭和３４年陸上自衛隊訓令第３８号）の規定に基づき、自衛隊海

上輸送群に所属する自衛官の上陸等に関する達を次のように定める。 

令和７年３月２４日 

陸上幕僚長 陸将 森下 泰臣 

 

自衛隊海上輸送群に所属する自衛官の上陸等に関する達 

 

（趣旨） 

第１条 この達は、自衛隊海上輸送群に所属する自衛官（以下「自衛官」という。）の上

陸及び外出について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）上陸 船舶内に居住する自衛官が休職又は休暇によらないで、許可を得て、勤務を

離れて船舶外に出ることをいう。 

（２）外出 営舎内に居住する自衛官が休職又は休暇によらないで、許可を得て、勤務を

離れて営舎外に出ることをいう。 

（３）上陸等 上陸及び外出をいう。 

（４）許可権者 陸上幕僚長が指定する上陸等許可権者をいい、別表の左欄に掲げる隊員

についてそれぞれ右欄に定める者をいう。 

（５）現在員 船舶内又は営舎内に居住する人員のうち、休職、停職、休暇その他の理由

により現に勤務に従事していない隊員、入校又は教育入隊中の者及び所在不明中の者

を除いた隊員の員数をいう。 

（６）自衛艦等 自衛隊海上輸送群が装備する船舶をいう。 

（７）部隊等 自衛隊海上輸送群及び海上輸送隊をいう。 

（８）部隊等の長 自衛隊海上輸送群司令及び海上輸送隊司令をいう。 

（９）上陸証等 上陸証及び外出証をいう。 

（10）上陸簿等」とは、上陸簿及び外出簿をいう。 

（船舶に居住又は営舎内居住命令を受けた幹部自衛官及び准尉たる自衛官の上陸等） 

第３条 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号。以下「規則」という。）第 

５２条の規定により船舶内居住が義務付けられ、又は規則第５５条の規定により営舎内

居住を命ぜられた幹部自衛官及び准尉たる自衛官は、許可権者の許可を得て上陸等を行

うものとする。 

２ 次条以下の規定は、前項に規定する幹部自衛官及び准尉たる自衛官の上陸等について

は、適用しない。 

（平日の上陸等） 

第４条 許可権者は、部隊等の総員数に応じ、所要数の当直員を確保し、かつ、保安及び

規律の維持に支障のない場合は、平日の上陸等を許可するものとする。 

２ 許可権者（自衛艦の長を除く。）は、前項後段に規定する割合よりも少ない人数の当



直員であっても、保安及び規律の維持に支障のない場合は、前項の規定にかかわらず、

営舎内に居住する自衛官及び営舎外居住を許可された隊員から構成される所要数の当直

員を確保した上で、平日の外出を許可することができる。 

３ 前項の場合において、平日の外出を許可することができる範囲は、許可権者が定める

ものとする。ただし、現在員の階級構成に偏りがある場合その他当該割合を標準とする

ことができない理由がある場合は、許可権者が当該範囲を定めることができる。 

４ 平日における上陸の期間は、課業終了後から翌日の課業開始時刻（翌日に課業のない

ときは、平日の課業開始と同じ時刻をいう。以下同じ。）までとする。ただし、１士及

び２士については、課業終了後から当日の２４００までとする。 

５ 平日における外出の期間は、課業終了後から当日の２４００までとする。 

６ 部隊等の長は、前各項の規定の実施に関し必要な事項を定めることができる。 

（休養日及び休日の上陸等） 

第５条 許可権者は、前条第１項から第４項までの規定に準じて、休養日及び休日の上陸

等を許可するものとする。 

２ 休養日及び休日における上陸の期間は、起床後から翌日の課業開始時刻までとする。

ただし、１士及び２士にあっては、日朝点呼後から当日の２４００までとする。 

３ 休養日及び休日における外出の期間は、日朝点呼後から当日の２４００までとする。 

４ 許可権者は、規則第４３条第３項の規定に基づき、休養させる自衛官に対しては、第

２項の規定に準じて上陸等を許可するものとする。 

５ 許可権者は、自衛官が前条に規定する上陸等を許可され、又は前各項に規定する上陸

等を許可され、かつ、その翌日に前各項の上陸等又は休暇を許可されるものであるとき

は、当該自衛官に対し、最初の上陸等の開始時から最後の上陸等又は休暇の帰隊時まで

連続して上陸等を許可することができる。 

６ 部隊等の長は、前各項の規定の実施に関し必要な事項を定めることができる。 

（教育中の自衛官の上陸等の特例） 

第６条 許可権者は、第４条及び第５条（同上第４項を除く。）の規定にかかわらず、学

校、教育隊等において教育中の自衛官に対しては、教育の目的に適合するよう別に一定

の標準を定め上陸等を許可することができる。 

（臨時上陸） 

第７条 許可権者は、艦艇巡航の途次、寄港地において、短期間在泊する場合で、見学等

のため上陸を許可することを適当と認めるときは、日常業務及び保安並びに規律の維持

に支障のない限り、第４条及び第５条（同条第４項を除く。）の上陸のほか１２時間以

内の臨時上陸を許可することができる。ただし、１回の上陸許可総員数は、現在員の２

分の１以内とする。 

（入湯等のための上陸等） 

第８条 入湯、体育その他保健のため、許可権者の行う統制の下に船舶外又は営舎外に出

る場合は、上陸等とはみなさないものとする。 

（公務上の上陸等） 

第９条 許可権者は、公務上の必要があるときには、この達の規定にかかわらず、いつで

も上陸等をさせることができる。 



（上陸等の開始時及び帰隊時） 

第10条 許可権者は、上陸等を許可するに当たっては、その開始時及び帰隊時を示さなけ

ればならない。 

２ 許可権者は、部隊等の実情に応じ又は特殊の事情により必要と認めるときは、第４条

第５項及び第５条第２項の開始時又は帰隊時をそれぞれ早め又は遅らせることができ

る。 

（上陸等の制限） 

第11条 許可権者は、心身の故障その他の理由により、上陸等が適当でないと認められる

自衛官に対しては、上陸等を許可しないことができる。 

（上陸等の地域） 

第12条 許可権者は、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第５４条第１項に規定する

義務を遵守させるため、上陸等の地域をおおむね２時間以内に帰隊できる範囲内に制限

することができる。 

２ ２以上の部隊等が、同一地区に所在する場合は、その部隊等の長のうち、階級の上位

の者（階級が同じである場合にあつては先任の者）が、前項の地域に関し統制をとるも

のとする。ただし、海上自衛隊地方総監部の所在する地区においては、前項の地域は海

上自衛隊地方総監の定めるところによる。 

（上陸証等の取扱い） 

第13条 許可権者は、上陸等の種類に応じ、別記様式第１の上陸証等を上陸等を許可され

た自衛官に交付し、交付を受けた自衛官は、これを上陸等の時間中常時携帯しなければ

ならない。 

２ 上陸証等は、他人に貸与してはならない。また、外出からの帰隊後ただちに自ら返納

するものとし、他人に返納を依頼してはならない。 

３ 上陸証等は、許可権者の指定する隊員が、これを保管する。 

（上陸証の亡失等） 

第14条 上陸証等を亡失し又は破損した場合は、その理由を速やかに許可権者に報告し、

別記様式第２の亡失（破損）届を提出しなければならない。 

（上陸簿等） 

第15条 許可権者は、別記様式第３の上陸簿等を備え上陸等開始及び帰隊の時刻、上陸等

の時間の延長又は短縮並びに上陸証等の授与を明らかにしておかなければならない。 

２ 上陸簿等は、許可権者の指定する隊員が記入し所属長がこれを保管するものとする。 

附 則 

この達は、令和７年３月２４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係） 

隊 員 許可権者 

海上輸送群司令部に勤務する隊員 

海上輸送隊司令 
海上輸送群司令 

海上輸送隊本部に勤務する隊員 

海上輸送隊の自衛艦等の長 
海上輸送隊司令 

自衛艦等に乗艦する隊員 自衛艦等の長 

備 考  許可権者は、特に必要がある場合は、休暇付与及び上陸等許可の権限を

部下の幹部自衛官に代行させることができる。 

 

 

 別記様式第１（第１３条関係） 
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別記様式第２（第１４条関係） 

 

 

別記様式第３（第１５条関係） 

 

 
 

        


